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     Slope failures on a lifeline such as expressway were observed in Japan Mid Niigata earthquake 2004 
and Noto Hanto earthquake 2007. However, it is not realistic to check the seismic performance of 
component of a lifeline. It is important how to pick up relatively weak section in terms of seismic resistance. 
In this study, a practical seismic evaluation method of slopes was proposed by reviewing previous studies by 
the authors. The proposed method enables a rational slope stability assessment of a lifeline. 
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1. はじめに 

道路や鉄道，宅地造成などに用いられる一般的な斜面

では，これまでの実績や経験を元に定められた標準法面

を採用した上で締固め規定などの施工管理を行うことと

して，計算による耐震設計は行われてこなかった1)．稀

に耐震設計が行われる場合でもレベル１地震動程度を想

定した震度法に円弧すべり面法を組み合わせる計算法が

ほとんどであった2)． 

このように耐震設計が行われなかった理由には，斜面

は地盤強度の不均質性などを考慮すると必ずしも計算に

よる定量的な判定が馴染まないこと，また壊れても補修

が比較的容易であるとの認識があるためである． 

よって標準法面勾配で設計された斜面であっても時と

して崩壊に至ることがあったが，崩壊や変形の問題が生

じる頻度が高い液状化地盤上における斜面を除いて，あ

る程度の被災の発生可能性は暗黙のうちに許容してきた

ことになる． 

兵庫県南部地震以降，道路および鉄道などの線状構造

物では，１ヶ所の崩壊がシステム全体の機能不全につな

がるため，斜面といえども従来の設計レベルを超える耐

震性を確保する必要があることが指摘された3)．近年発

生した2004年新潟県中越地震では関越自動車道，2007年

能登半島地震では能登有料道路の一部でそれぞれ崩壊が

発生している4),5)．レベル２地震動に対して従来の震度法

などによる安定計算を行った場合には，安定性を確保(安

全率１以上)することには無理が生じる． 

したがって，安全率によらず直接，斜面の変形・変位

量を照査する設計法あるいは安全率照査法であっても暗

に変形量を考慮した設計法が求められている6)-10)． 

既存斜面の耐震性の確保に関しては，全線にわたり詳

細な耐震診断を行うことは現実的ではない．このため，

いかにして相対的に耐震性の低い箇所を選別し，効率的

に補強を施していくことができるかという視点での検討

が必要となる11),12)．具体的にいえば，基礎地盤や斜面の

不均質性などを勘案すると，非常に多数のあるいは延長

距離の長い線状構造物の変形量や破壊の予測を詳細な方

法により，全て正確に行うことは容易ではない．した

がって少なくとも相対的な弱点箇所を見つけ出せる程度

でよいので簡易でかつ実用的な診断法が存在することが

重要であると考えられる13)． 

そこで本稿では，著者らのこれまでの研究成果を中心

としたペーパーレビューを行うことによって，既存斜面

を対象とする耐震診断ツールの構築を行った．この耐震

診断ツールは，1.地盤のモデル化，2.崩壊の可能性の照査，

3.崩壊範囲に対する照査，4.崩壊変形量に対する照査の全

４つのステップから成っている．そして上述した斜面特

有の問題である地盤強度の不均質性14),15)の影響をはじめ

として様々な影響を考慮することが可能となっているに

も関わらず，それぞれの影響を比較的容易に評価する方

法も示しており，非常に実用的な耐震診断ツールとなっ

ている． 
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2. 提案手法の概略 

 Fig.1に本提案手法の概略フローを示す．ここでは，同

フローに従い，提案手法の概略について述べる． 

 

2.1 検討対象斜面 

本提案手法の適用斜面としては，既存の斜面を対象と

するものとし，これから新たに造成される斜面を対象と

するものではない．また本手法は，GISなどの地形情報

を用いて，広域的なエリアを対象として地震時における

斜面崩壊危険箇所を抽出するような手法16)ではない．す

なわち検討対象とする斜面の断面形状等が既知である条

件下(たとえば高速道路盛土など)での本手法の適用とな

る． 

2.2 入力地震動の設定 

入力地震動の設定は，本提案手法の対象外となってお

り，予め入力地震動は与えられた条件下での本手法の適

用となる．ただし，入力地震動を設定する際には，検討

対象となるすべての斜面断面において同一の入力地震動

を採用するのではなく，半経験的手法(たとえば経験的グ

リーン関数法17)や統計的グリーン関数法18)など)を使用す

ることによって当該地点の地域特性を十分に考慮するほ

うが望ましい．また水平動だけでなく上下動も同時に設

定しておくとよい． 

2.3 地盤のモデル化 

 本提案手法を適用するために必要な斜面解析モデルの

設定を行う．具体的には，ボーリングデータ，斜面形状

データ(斜面高さ，法勾配，天端幅，傾斜基盤勾配など)，

地盤強度データ(粘着力c，内部摩擦角など)をもとに，

地盤強度の不均質性を考慮することも可能な斜面解析モ

デルの設定を行う． 

2.4 斜面崩壊の発生可能性の照査 

 設定した斜面解析モデルにおける臨界すべり円(すべり

安全率が最小となるすべり円)の抽出を行い，設定した入

力地震動作用時におけるすべり安全率の最小値が1.0以上

であれば，当該地点において斜面崩壊は発生しないもの

とし，耐震診断を終了する．一方で，1.0未満の場合には，

斜面崩壊の可能性があるものとして，次の斜面崩壊範囲

の推定に進むこととなる． 

2.5 斜面の崩壊範囲に関する照査 

 設定した斜面解析モデルにおける最大すべり円の抽出

を行い，法肩から天端における最大すべり面位置までの

距離を算定する19),20)．そして推定した崩壊範囲と許容崩

壊範囲との比較を行い，許容崩壊範囲内に収まらない場

合には，次の残留変形量の推定に進む．一方で，許容崩

壊範囲内に収まる場合には，耐震診断を終了する．この

判断は，当該地点において斜面崩壊が発生する可能性は

高いものの，地震後にも対象構造物が供用可能であるこ

とを勘案したものである．すなわち例えば，延長の長い

高速道路盛土が地震後に複数車線のうち一車線程度なら

斜面に至っても，ライフラインは十分に確保できること

などを勘案したものである． 

2.6 残留変位量(沈下量)の推定 

 Newmark法もしくは有限要素法を用いて斜面解析モデ

ルにおける滑動変位量の算定を行う．滑動変位量の算定

にあたっては，斜面の地震応答特性の影響21)-25)，延長の

長い線状構造物に対する３次元応答の影響26)-29)，上下動

の影響30)-33)，傾斜基盤の影響34)-36)，地盤強度の不均質性

の影響37)-42)をそれぞれ適宜考慮することが可能である．

算定した残留変位量が許容変形量以内であれば，耐震診

断を終了する．一方で，許容変位量を超過する場合には，

耐震対策工法の選定に進むこととなる． 

2.7 耐震対策 

 耐震対策は，本提案手法の対象範囲外である．耐震対

策にあたっては，耐震診断の効果を定量的に評価可能な

詳細な解析を実施することが望ましい． 
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Fig.1 The outline of proposed method. 



既存斜面の実用的な耐震診断手法の提案 
 

 

3. 地盤のモデル化 

 Fig.2に斜面解析モデルの作成に関する提案フローを示

す．ここでは，同フローに従い，提案手法の概略につい

て述べる． 

 

3.1 斜面形状 

 斜面形状データの入力に関しては，斜面形状を構成す

る斜面高さ，法勾配，天端幅などの入力である．なお，

検討対象斜面が傾斜基盤上に築造されている場合には，

傾斜基盤勾配についても考慮することとする． 

3.2 地盤強度 

 検討対象斜面における地盤強度データ(特に粘着力c，

内部摩擦角)が存在する場合，当データを採用すること

とする．ただし対象斜面の地盤強度データが存在するの

はごく稀であると考えられるため，存在しない場合には，

当該地点の近傍の現場の土質試験結果，ボーリング結果

から地盤強度の推定を行うものとする．さらに当該地点

ならびにその周辺において調査がまったく行われていな

い場合には，既往の文献資料等を参考に地盤強度の推定

を行うものとする．地盤強度の不均質性を考慮しない場

合，地震時における変形を過小評価してしまう可能性が

あるため，可能な限り地盤強度の不均質性を考慮するも

のとする． 

 地盤強度の不均質性を考慮するか否かに関しては，当

該地点における数多くの土質試験結果が存在し，かつ地

盤強度の不均質度合が非常に小さい場合のみ考慮しない

ものとする．なお，地盤強度の不均質性を考慮しない場

合には，斜面解析モデルの設定に関してはここで終了と

なる．それ以外の場合には，基本的に地盤強度の不均質

性を考慮するものとする．地盤強度の不均質性を考慮す

るパラメータとして様々なものが考えられる43)が，ここ

では，強震時における斜面安定性に比較的大きな影響を

及ぼすことが報告されている44)せん断強度(粘着力cおよ

び内部摩擦角)を採用する． 

 対象斜面における数多くの土質試験結果が数多く存在

する場合には，その土質試験結果に基づいて不均質パラ

メータ45)(具体的には変動係数や相関係数など)を推定する．

一方で，土質試験結果の数が不十分である場合には文献

資料等を参考に不均質パラメータを設定するものとする．

このときの目安として既往の文献資料によれば，粘着力c

に関する変動係数が0.3程度37),38),46),47)，内部摩擦角に関

する変動係数が0.1程度37),38),48),49)，粘着力cと内部摩擦角

の相関係数として－0.5程度37),38),50)の値をそれぞれ採用す

ればよいと考えられる． 

3.3 要素高さ 

 検討対象地点においてボーリングが行われており，地

盤の深度分布に関する情報が既知である場合には，その

情報を用いてVanmarckeの方法51)により要素高さHを決

定し，Fig.3に示すような水平互層地盤による斜面解析モ

デルの作成を行う．水平方向に不均質性を考慮しても，

Newmark法による滑動変位量の算定結果に及ぼす影響は

小さい42)ことから，このモデルは水平方向には地盤強度

が均質なモデルとなっている．なお，当該地点の深度分

布情報が既知でない場合には，要素高さHを1mとして

水平互層地盤による斜面解析モデルの作成を行う． 
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Fig.2 The flow of modeling analytical model. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.3 The heterogeneous ground model. 
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4.すべり崩壊の発生とその範囲 

 Fig.4に地震時における斜面崩壊の発生の可能性ならび

にすべり崩壊範囲に対する照査に関する提案フローを示

す．ここでは，同フローに従い，提案手法の概略につい

て述べる． 

 

4.1 許容崩壊範囲の設定 

斜面の許容崩壊範囲の設定に関しては，検討対象とす

る斜面の被災時の影響を考慮して，本提案手法の使用者

が適宜設定するものとする．地震後においても供用可能

であることを念頭に設定した許容崩壊範囲の設定例を以

下に示す． 

・道路盛土：ライフラインの観点より，複数の車線を有

する道路の場合には，地震後においても供用可能なよう

に１車線分の道路幅とする．一方で，１車線道路の場合

には，車道まですべり崩壊が及ばないよう法肩から車道

までの最短距離とする． 

・空港盛土：地震後の航空機の離着陸が可能なように，

法肩から滑走路や誘導路までの最短距離とする（ただし，

空港盛土は，社会的影響が非常に大きい構造物であるた

め，より詳細な議論が必要である）． 

・宅地盛土：地震後においても住家の使用が可能なよう

に，法肩から住家までの最短距離とする． 

4.2 地震動入力 

 予め設定したおいた入力地震動を作用させるものとす

る．ただし，ここでは水平動のみが対象であり，上下動

については考慮しない．なお，斜面崩壊範囲の推定は，

半静的な斜面安定解析の結果に基づくものであるため，

通常，入力地震データとして必要になるのは，水平方向

の入力地震動の絶対最大加速度値のみとなる． 

4.3 斜面安定解析 

上記で設定した斜面解析モデルを用いた水平震度を考

慮した斜面安定解析を行う．水平震度については，水平

方向の入力地震動の絶対最大加速度値から推定するもの

とする．水平震度の計算手法としては，様々なものがあ

る52),53)が，これまで著者らは，安全側の評価結果となる

よう，最大加速度を重力加速度で除したものを水平震度

としている．斜面安定解析に用いる手法については，特

に制約は設けておらず，すべり面を想定することができ，

かつすべり安全率が算定可能である手法を採用すれば問

題ないと考える．これまで著者らにより，フェレニウス

法54)の採用実績がある．ここで，地盤強度の不均質性を

考慮するか否かの判断については，上述した判断基準に

基づくものとする．地盤強度の不均質性を考慮する場合

にはモンテカルロシミュレーション55)による確率論的ア

プローチ56)-58)により，すべり円に関する平均値，標準偏

差，90%非超過確率などの指標を組み合わせることに

よって地盤強度の不均質性の影響を評価するものとする．

モンテカルロシミュレーションの試行回数は1000回程度

が目安37)-42),59)となる．不均質性を考慮しない場合には，

通常の確定論に基づく通常の斜面安定解析(幾何学的に試

行回数は1回となる)を実施する． 

4.4 臨界すべり円の抽出 

臨界すべり円，すなわちすべり安全率が最小となるす

べり円が安全率1.0以上の場合には，地震時においてすべ

り崩壊は発生しないものとし，地震時における盛土に健

全性が確保されているものとして，盛土の耐震診断は終

了となる．一方で，安全率1.0未満の場合には，地震時に

おけるすべり崩壊範囲に関する照査に進むこととなる． 

4.5 最大すべり円の抽出 

最大すべり円，すなわち法肩から天端に沿ってすべり

円までの距離が最大となるすべり円(すなわちすべり安全

率が1.0未満で限りなく1.0に近いすべり円)の位置まです

べり破壊がおよぶものと考えた場合に，推定崩壊範囲が

設定しておいた許容崩壊範囲内に収まるか否かを判断す

る19),20)．収まる場合には，地震時における当該地点のす

べり破壊を許容するものとして，盛土の耐震診断を終了

する．反対に，収まらない場合には，引き続き残留変位

量(沈下量)に対する耐震診断に移行する． 
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Fig.4 The flow of the evaluation of the range of slope failure. 
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5.残留変形量の算定 

 Fig.5に地震時における斜面の残留変形量に対する照査

に関する提案フローを示す．ここでは，同フローに従い，

提案手法の概略について述べる． 

 

5.1 許容変形量の設定 

地震後の斜面の残留変形量の許容値は，対象とする斜

面の種類，復旧限界，崩壊した場合の社会的影響などを

それぞれ考慮して，本提案手法の使用者が適宜設定する

ものとする60)-62)．許容変形量に関する既往の文献資料の

一例62)をTable 1に示す． 

 

Table 1 The example of the allowable residual displacement63) 

構造物
使用限界
(m)

修復限界
(m)

終局限界

建物基礎
（基礎幅10m）

0.05 1 建物倒壊(2m)

道路盛土 0.1 1 車両衝突(2m)

道路上部
切土斜面

0.5 2 道路閉塞（数10m）

造成宅地盛土 0.3 1 建物倒壊(2m)

河川堤防 0.5 2
越流高さの沈下
（洪水時水位）

アースダム
（高さ30ｍ）

0.3 1
越流高さの沈下
（設計水位）  

 

5.2 過剰間隙水圧の影響 

地震時における過剰間隙水圧の発生は，斜面の安定性

に非常に大きな影響を及ぼし，時には土塊が長距離を移

動するような非常に大きな変形を示すことが著者らによ

り報告されている63)-65)．よって斜面内に水位が存在する

など地下水位が比較的高く，地震時において過剰間隙水

圧の上昇が予想される場合には，過剰間隙水圧の時系列

変化が追跡可能な有効応力解析を実施し，残留変位量を

算定するものとする． 

5.3 斜面の地震応答特性の影響 

斜面高さが高くなるほど，採用する解析手法(従来型

Newmark法66)，改良型Newmark法22),23)，有限要素法67))に

よって残留変位量算定結果が大きく異なってくることが

著者らにより報告されている67)．よって，斜面高さが比

較的低い場合には，斜面の地震応答特性を考慮しなくて

もよいものとし，工学的基盤相当の地震動を入力地震動

として採用する．一方，斜面高さが比較的高い場合には，

せん断１質点系モデルあるいはクロススプリングモデル

68),69)などにより斜面をモデル化することによって斜面の

地震応答特性を簡便に考慮する．なお，高盛土でかつ斜

面崩壊が発生した場合の社会的影響が大きい構造物を対

象とする場合には，工学的基盤相当の地震動を入力地震

動としたFEMによりその影響を考慮する． 

5.4 上下動の影響 

上下動は，地震時における斜面の安定性に危険側にも

安全側にも作用するが，水平動と上下動の位相特性が似

ている場合には，残留変位量が非常に大きくなり，傾斜

基盤上の斜面ではその効果が顕著に現れることが著者ら

により報告されている33)-36)．よって斜面が傾斜基盤上に

築造されている場合や想定地震による上下動の加速度レ

ベルが比較的大きいことが予想される場合には，水平動

だけでなく上下動についても入力地震動として考慮する

こととする．特に傾斜基盤上の盛土でかつ社会的影響が

大きい場合には，水平動と同じ位相特性を持つ上下動を

入力地震動とすることで，より安全側の評価結果を得る

ことが可能となる．また採用する入力地震動の上下動が

不明である場合には，水平動一方向の入力地震動により

得られた残留変位量に対して，１～２割程度割増すこと

によって上下動の影響を考慮した残留変位量を簡便に推

定することも可能である33)-36)． 

上記で斜面を質点系モデルでモデル化する場合，水平

動＋上下動を入力地震動とする場合にはクロススプリン

グモデル68),69)を，水平動のみを入力地震動とする場合に

はせん断１質点系モデルをそれぞれ採用することができ

る．さらに，地震時における過剰間隙水圧の影響を考慮

した有効応力解析の実施には，水平動だけでなく上下動

についても入力地震動として採用することが望ましい65)． 

5.5 地盤強度の不均質性の影響 

3章の地盤モデル化において，斜面解析モデルとして

Fig.3に示すような水平成層斜面解析モデルを採用した場

合には，地盤強度の不均質性を考慮したモンテカルロシ

ミュレーションを実施する．そして試行回数中における

残留変位量の平均値(Mean)にその標準偏差(1 S.D.または2 

S.D.)を足し合わせることにより地盤強度の不均質性の影

響を評価するものとする37)-42)．また入力せん断強度低減

法39)-42)および残留変位量割増係数39),70)などを採用するこ

とにより，モンテカルロシミュレーションを実施する必

要がなく確定論的すべり解析の実施のみで，地盤強度の

不均質性の影響を簡便に評価することも可能である．な

お，地盤強度の不均質性を考慮しない場合には，通常の

確定論的すべり解析を実施する． 

5.6 ３次元応答の影響 

地盤構成の変化に伴い応答が変化することはもちろん

であるが，水平成層地盤上の堤防などの線状構造物の地

震時応答においても，局所的(周期的)に変位が大きくな
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る３次元的な地震時応答を示す可能性があることを著者

らは指摘している26)-29)．したがって地盤構造の変化に伴

う応答の変化に注意を払うことに加えて，線状土構造物

下の基礎地盤が水平成層地盤でかつ延長方向にも同様の

特性を有している場合においても，波長式を用いて周期

的に変位が増幅される区間を推定する．そしてその区間

断面の水平方向の入力地震加速度の振幅を最大で約1.5倍

程度割増すことによって，３次元応答の影響を簡便に考

慮することが可能となる． 

5.7 残留変位量の算定 

Newmark法もしくは有限要素法を用いて地震時におけ

る斜面の残留変位量の算定を行う．斜面の地震応答特性

を考慮しない場合には従来型Newmark法66)を，地震応答

特性を考慮する場合には改良型Newmark法22),23)を用いる．

また地震時における過剰間隙水圧の影響を考慮する場合

には有効応力解析による有限要素法63)-65)を用いる．一方

で，過剰間隙水圧の影響を考慮する必要はないものの，

高盛土でかつ社会的影響が大きい斜面を対象とする場合

には，残留変形を考慮できる有限要素法67),71)などを用い

るものとする． 

 採用した手法を用いて地震後の斜面の残留変位量の算

定を行い，予め設定しておいた許容残留変位量内に収ま

るか否かを判断する．収まる場合には，想定地震におい

て対象斜面は残留変位を生じるものの，その被災は比較

的小さく地震後においてもその性能を維持することが可

能とし耐震診断を終了する．一方で，収まらない場合に

は，対策工法の提案および対策効果の評価のためのより

詳細な耐震性能照査を行うこととなる． 

 

6.まとめ 

 本稿では，著者らのこれまでの研究成果を中心とした

ペーパーレビューを行うことによって，既存斜面を対象

とする実用的な耐震診断ツールの構築を行った．この耐

震診断ツールを用いることによって，道路盛土など線状

構造物の耐震性が相対的に低い箇所を比較的容易に抽出

することが可能となると考えられる．本提案手法の実際

のフィールドへの適用については，現在取りまとめ中で

あり，今度の検討課題としたい． 

 

盛土の地震時応答
を考慮するか？

残留変位量は許容
変形内に収まるか？

クロススプリングモデル
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Fig.5 The flow of the evaluation of the seismic residual displacement. 
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